
◎二酸化炭素の貯留事業に関する法律 
（令和六年五月二四日法律第三八号）   

一、 提案理由（令和六年三月一五日・衆議院経済産業委員会） 

○齋藤（健）国務大臣  

……………（略）…………… 

 次に、二酸化炭素の貯留事業に関する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を

御説明申し上げます。 

 二〇五〇年カーボンニュートラルの実現に向けては、鉄鋼や化学等の脱炭素化が難し

い分野においても、グリーントランスフォーメーション、いわゆるＧＸを推進していく

ことが不可欠であり、こうした分野において脱炭素化を実現するためには、排出された

二酸化炭素を回収し、これを地下の地層に貯留すること、すなわちＣＣＳに関する事業

環境を整備することが必要です。昨年七月に閣議決定された脱炭素成長型経済構造移行

推進戦略においては、二〇三〇年までのＣＣＳ事業開始に向けた事業環境を整備するた

め、法整備の検討について早急に結論を得て、制度的措置を整備するとされており、本

法律案は、同戦略に基づいて、所要の措置を講ずるものであります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、経済産業大臣が、二酸化炭素を安定的に貯留することができる地層、すなわ

ち貯留層が存在する可能性がある区域を特定区域として指定した上で、この特定区域に

おいて、貯留事業や試掘を行おうとする事業者を募集し、これらを最も適切に行うこと

ができると認められる者に対して許可を与えることとします。そして、経済産業大臣は、

これらの許可を受けた者に対して、貯留層に二酸化炭素を貯留する権利として貯留権を、

試掘を行う権利として試掘権を設定した上で、二酸化炭素の安定的な貯留を確保するた

め、これらの権利をみなし物権とすることにより、第三者に対して妨害排除請求を行う

こと等を可能とします。 

 第二に、貯留事業及び試掘に関する事業規制と保安規制を整備します。具体的には、

貯留事業の具体的な実施計画については主務大臣、試掘の具体的な実施計画については

経済産業大臣の認可制とした上で、貯留事業者及び試掘者に対しては、技術基準への適

合義務等の保安規制を課すこととします。また、貯留事業者に対しては、二酸化炭素の

漏えい等が発生していないかどうかを確認するため、貯留層における温度、圧力等のモ

ニタリング義務を課すほか、正当な理由なく、二酸化炭素排出者からの貯留依頼を拒む

ことや、特定の二酸化炭素排出者を差別的に取り扱うこと等を禁止するとともに、料金

等の届出義務を課すことにより、二酸化炭素排出者が貯留事業者が提供する貯留サービ

スに適切にアクセスすることができる環境を整備します。さらに、二酸化炭素の貯蔵の

状況が安定している等の一定の要件を満たす場合には、経済産業大臣の許可を受けて、

貯留事業場の管理業務を独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構に移管することを

可能とします。 



 第三に、万が一、貯留した二酸化炭素の漏えい等により第三者に損害が発生した場合

に備え、被害者救済の観点から、貯留事業等に起因する損害賠償責任は、事業者の故意、

過失によらない無過失責任とします。 

 第四に、貯留層に貯留することを目的として、二酸化炭素を導管で輸送する導管輸送

事業に関する事業規制と保安規制を整備します。具体的には、導管輸送事業を行おうと

する者は、経済産業大臣に届け出なければならないこととした上で、貯留事業者と同様、

導管輸送事業者に対しても、正当な理由なく、二酸化炭素排出者からの二酸化炭素の輸

送依頼を拒むことや、特定の二酸化炭素排出者を差別的に取り扱うこと等を禁止すると

ともに、料金等の届出義務を課すこととします。また、導管輸送事業における安全を確

保するため、導管輸送事業者に対しても、技術基準への適合義務等の保安規制を課すこ

ととします。 

 以上が、両法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、 衆議院経済産業委員長報告（令和六年四月九日） 

○岡本三成君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、二酸化炭素の貯留事業に関する法律案は、二酸化炭素の貯留事業の健全な発達

等を図るとともに、公共の安全を確保するため、貯留事業及び試掘の許可制度の創設、

貯留事業及び試掘に関する事業規制と保安規制の整備並びに導管輸送事業に関する事業

規制と保安規制の整備等の措置を講ずるものであります。 

 両案は、去る三月十二日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会

に付託され、十五日に齋藤経済産業大臣から趣旨の説明を聴取いたしました。二十二日

に質疑に入り、二十七日に二酸化炭素の貯留事業に関する法律案について、二十九日に

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給及び利用の促進に関

する法律案について、それぞれ参考人から意見を聴取いたしました。次いで、四月三日

環境委員会との連合審査会を開会し、五日質疑を終局いたしました。質疑終局後、討

論、採決を行った結果、両案はいずれも賛成多数をもって原案のとおり可決すべきもの

と議決いたしました。 

 なお、両案に対しそれぞれ附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年四月五日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 政府は、ＣＣＳの分離回収、輸送、貯留に係る技術概要、これを導入する意義や必

要性等について広く国民の理解を得るため、前面に立って丁寧に説明すること。その

際、二酸化炭素の地下貯留に伴う国民の様々な懸念の払拭に最大限努めること。 



二 政府は、ＣＣＳ事業を実施する地域の選定に当たって、北海道苫小牧市等の先行地

域の事例を参考にしつつ、地域住民や地方公共団体、利害関係者をはじめとする幅広

い国民の多様な意見を丁寧に聴取し、それらの意見を十分に踏まえるとともに、事業

者に対し、こうした意見を十分に踏まえて事業を実施するよう求めること。あわせて、

地域で活用できる交付金制度を含め、関連する産業や雇用の創出等に向けた支援の仕

組みを検討すること。 

三 ＣＣＳ事業の特性として、分離回収、輸送、貯留に至るバリューチェーンの過程で

多数の関係者が関与し、事業実施期間が長期に渡る上、地下地質に係る不確実性を伴

うことから、政府は、その実施に当たって、二酸化炭素が漏えいすることがないよう、

公共の安全の確保と環境の保全に万全を期すこと。とりわけ、環境の保全の観点から

は、鉱業法や環境影響評価法等を参考にしながら、必要な対応を検討すること。その

際、最新の科学的な知見に基づき、事業者の負担にも十分配慮するよう努めること。 

四 政府は、ＣＣＳ事業の実施に当たって、労働団体等の意見も十分に踏まえ、労働者

の安全の確保に万全を期すこと。 

五 政府は、貯留事業者によるモニタリングの内容や項目、貯留事業者から独立行政法

人エネルギー・金属鉱物資源機構に貯留事業場の管理業務を移管する際の要件や期間

等は、科学的な知見に基づいて定めること。 

六 政府は、鉄鋼等の脱炭素化が難しい事業分野において、グリーントランスフォーメ

ーションの推進が図られるよう、当該事業分野におけるＣＣＳ事業の支援に努めると

ともに、こうした支援と並行して、既に確立された技術をもって低廉なコストで二〇

五〇年カーボンニュートラルの実現に貢献できるとされる再生可能エネルギー等の導

入や省エネルギー化の取組を更に強化すること。 

七 政府は、民間事業者によるＣＣＳ事業への積極的な参入を促すため、過度な規制が

事業推進の阻害要因とならないよう留意しつつ、分離回収に係る保安措置等の事業規

制の在り方を含め、ビジネスモデル構築に向けた環境整備の検討を加速するとともに、

事業者が投資回収の予見性を確保できるよう、予算措置や税制措置、カーボンプライ

シング制度の在り方など、経済的な支援措置や制度的措置を早期に明確化すること。

その際、政府による財政支援措置は、ＣＣＳ事業を将来的に民間事業として自立させ、

二〇五〇年カーボンニュートラル実現への道のりを加速できる制度設計とすること。 

八 政府は、ＣＣＳ事業にかかる費用の低減と安全性の確保を両立するため、二酸化炭

素の分離回収や液化二酸化炭素輸送船等に係る技術開発の取組を強化するとともに、

ＣＣＳを含めた脱炭素技術の研究開発の状況など、ＣＣＳ事業を巡る状況が著しく変

化したときは、速やかにＣＣＳ事業に関する施策について検討を加え、必要があると

認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずること。加えて、分離回収に係

る技術は、ＣＣＳに限らず、カーボンリサイクルの実施の前提となる共通技術である

ことから、当該技術の研究開発の積極的な推進により、カーボンリサイクルに係る新



たな産業分野の育成にも努めること。 

九 政府は、ＣＣＳ事業に係る人材育成の取組を強化するとともに、貯留適地の調査や

貯留事業場の管理業務を担う独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構の体制強化

に取り組むこと。 

三、 参議院経済産業委員長報告（令和六年五月一七日） 

○森本真治君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、ＣＣＳ事業法案は、二酸化炭素の貯留事業に係る許可制度及び貯留権の創設、

貯留事業における保安の確保のために必要な措置の義務付け、二酸化炭素が貯蔵された

事業場の長期的な管理のための制度の整備、導管輸送事業に係る届出制度の創設等の措

置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、各法律案について、参考人か

ら意見を聴取したほか、環境委員会と連合審査会を行うとともに、脱炭素社会実現に向

けた水素、ＣＣＳの利活用の在り方、水素関連産業の国際競争力強化に向けた取組、低

炭素水素等のＧＸ製品価値向上の方策、ＣＣＳ事業に係る安全確保及び国民の理解促進

の必要性、ＣＣＳの二〇三〇年までの事業開始に向けた課題等について質疑が行われま

したが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 両法律案について質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して岩

渕友委員より両法律案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 なお、水素社会推進法案に対して十五項目、ＣＣＳ事業法案に対して九項目から成る

附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月一六日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 政府は、二酸化炭素の分離回収、輸送、貯留に係る技術概要、ＣＣＳを導入する意

義や必要性等について広く国民の理解を得るため、前面に立って丁寧に説明すること。

その際、二酸化炭素の地下貯留に伴う国民の様々な懸念を払拭することに最大限努め

ること。 

二 ＣＣＳ事業を実施する地域の選定に当たっては、北海道苫小牧市等の先行地域の事

例を参考にしつつ、地域住民や地方公共団体、利害関係者を始めとする幅広い国民の

多様な意見を丁寧に聴取し、それらの意見を十分に踏まえるとともに、事業者に対し、

こうした意見を十分に踏まえて事業を実施するよう求めること。あわせて、地域で活

用できる交付金制度を含め、関連する産業や雇用の創出等に向けた支援の仕組みを検



討すること。 

三 ＣＣＳ事業の特性として、分離回収、輸送、貯留に至るバリューチェーンの過程で

多数の関係者が関与し、事業実施期間が長期にわたる上、地下の地質は不確実性を伴

うことから、政府は、その実施に当たって、二酸化炭素が漏えいすることのないよう、

公共の安全の確保と環境の保全に万全を期すこと。とりわけ、環境の保全の観点から

は、鉱業法や環境影響評価法等を参考にしながら、必要な対応を検討すること。その

際、最新の科学的な知見に基づき、事業者の負担にも十分配慮するよう努めること。 

四 政府は、ＣＣＳ事業の実施に当たって、労働団体等の意見も十分に踏まえ、労働者

の安全の確保に万全を期すこと。 

五 貯留事業者によるモニタリングの内容や項目、貯留事業者から独立行政法人エネル

ギー・金属鉱物資源機構に貯留事業場の管理業務を移管する際の要件や期間等につい

ては、透明性を確保しつつ、最新の科学的な知見に基づいて定めること。 

六 鉄鋼等の脱炭素化が難しい事業分野において、グリーントランスフォーメーション

の推進が図られるよう、当該事業分野におけるＣＣＳ事業の支援に努めるとともに、

こうした支援と並行して、既に確立された技術をもって低廉なコストで二〇五〇年カ

ーボンニュートラルの実現に貢献できるとされる再生可能エネルギー等の導入や省エ

ネルギー化の取組を更に強化すること。 

七 民間事業者によるＣＣＳ事業への積極的な参入を促すため、過度な規制が事業推進

の阻害要因とならないよう留意しつつ、分離回収に係る保安措置等の事業規制の在り

方を含め、ビジネスモデル構築に向けた環境整備の検討を加速すること。また、事業

者が投資回収の予見性を確保できるよう、予算措置や税制措置、カーボンプライシン

グ制度の在り方など、経済的な支援措置や制度的措置を早期に明確化すること。その

際、政府による財政支援措置は、ＣＣＳ事業を将来的に民間事業として自立させ、二

〇五〇年カーボンニュートラル実現への道のりを加速できる制度設計とすること。 

八 ＣＣＳ事業に係る費用の低減と安全性の確保を両立し、ＣＣＳ事業の活用可能性を

高めるため、直接空気回収技術を含む二酸化炭素の分離回収や液化二酸化炭素輸送船

等に係る技術開発の取組を強化すること。また、ＣＣＳを含めた脱炭素技術の研究開

発の状況など、ＣＣＳ事業を巡る状況が著しく変化したときは、速やかにＣＣＳ事業

に関する施策について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて

所要の措置を講ずること。加えて、分離回収に係る技術は、ＣＣＳに限らず、カーボ

ンリサイクルの実施の前提となる共通技術であることから、当該技術の研究開発の積

極的な推進により、カーボンリサイクルに係る新たな産業分野の育成にも努めること。 

九 ＣＣＳ事業に関して、様々な専門的知見を有する人材を育成する取組を強化すると

ともに、貯留適地の調査や貯留事業場の管理業務を担う独立行政法人エネルギー・金

属鉱物資源機構の体制強化に取り組むこと。 

  右決議する。 


